
　

お知らせ

販売用資料 マンスリーレポート

スパークス・アジア中東株式ファンド（隔月分配型）/（資産成長型）

スパークス・アセット・マネジメント株式会社

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開
示書類ではありません。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け
取りの上詳細をご確認いただき、ご自身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動し
ます。従って、元本が保証されているものではなく、組入れた有価証券の価格が下落する場合や、基準価額の下落により、損失を被り、
投資元本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債
または保険商品ではなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資
者保護基金の規定に基づく支払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記
載の内容は将来の運用結果を保証もしくは示唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向
等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の
正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内容は予告なく訂正が行われることがあります。■当資料は目
的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交付目論見書）のご請求、お問
合せは販売会社まで。

スパークス・アセット・マネジメント株式会社は、

株式会社格付投資情報センターの選定による

「Ｒ＆Ｉファンド大賞2018」において、

「投資信託／総合部門」の「国内株式総合部門」で

「優秀賞」を受賞しました。

※当表彰は、スパークス・アセット・マネジメント株式会社が受賞したアワードであり、当ファンドの受賞ではございません。

「Ｒ＆Ｉファンド大賞」は、Ｒ&Ｉが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その正確性及び完全

性につきＲ＆Ｉが保証するものではありません）の提供を目的としており、特定商品の購入、売却、保有を推奨、又は

将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関す

る内閣府令第２９９条第１項第２８号に規定されるその他業務（信用格付業以外の業務であり、かつ、関連業務以外

の業務）です。当該業務に関しては、信用格付行為に不当な影響を及ぼさないための措置が法令上要請されていま

す。当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はＲ＆Ｉに帰属しており、無断複製・転載等を禁じます。

「投資信託／総合部門」の各カテゴリーは、受賞運用会社の該当ファンドの平均的な運用実績を評価したもので、受

賞運用会社の全ての個別ファンドについて運用実績が優れていることを示すものではありません。



　

分配金実績（税引前）

ポートフォリオの配分

スパークス・アセット・マネジメント株式会社販売用資料 マンスリーレポート

スパークス・アジア中東株式ファンド（隔月分配型）

基準価額および純資産総額の推移

* 基準価額は信託報酬控除後の値です。
信託報酬には、投資対象とする投資信託分を含みます。

* 分配金再投資基準価額は、当ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金
（税引前）を再投資したものとして計算した理論上のものであり、実際の投資家利回
りとは異なる点にご留意下さい。

* 当レポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。
* 当レポートのグラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を

約束するものではありません。

* 金額は対象期間における基準価額(分配金込み)の変動を表したものです。

* 上記は参考情報として当社が算出した概算値であり、実際の基準価額の

変動を正確に説明するものではありません。

地域・国別配分 通貨別配分 業種別配分

* スパークス･アジアの内部データを元に、スパークス・アセット・マネジメントが作成。

* 比率はSPARX・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンドを100％とした場合の構成比です。

* P-NOTEやADR等に投資している銘柄の通貨は、現地通貨ベースで算出しています。

P-NOTEとは、株式や株価指数の価格変動に運用成果が連動する債券のことです。

ADRとは、主に米国で取引される、株式を代替する預託証書のことです。

* 業種は世界産業分類基準（GICS）の
分類に基づきます。

* 基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資し、計算しています。

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

-11.76% -13.59% -14.40% -16.71% -9.51% 21.95%
騰落率

通貨 比率
1 香港ドル 42.1%
2 豪ドル 15.6%
3 台湾ドル 15.3%
4 韓国ウォン 7.8%
5 タイバーツ 3.0%

その他 16.2%

合計 100.0%

業種 比率
1 金融 21.5%

2 情報技術 15.9%
3 一般消費財 14.8%
4 資本財 13.5%
5 コミュニケーション 11.2%

その他 23.1%

合計 100.0%
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分配金再投資基準価額（左軸）

（円） （億円）

96.5%

0.5%

3.0%

ファンドの資産配分
SPARX・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンド

スパークス・マネー・マザーファンド

現金等

基準日 2018年10月31日

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。当ファンド
の取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご自身でご判断ください。■当ファン
ドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではなく、投資元本を割り込む場合もあります。また、これら
の運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険商品ではなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく支払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。
■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは示唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメント
は当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではあり
ません。また記載内容は予告なく訂正が行われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投
資信託説明書（交付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

基準価額変動の要因分解 (月次ベース)

-1,625円
株式等 -1,528円

-6円
-158円

67円

アジア太平洋地域

内訳

基準価額変動金額

為替

その他

中東地域

基準価額 8,250円
純資産総額 21.76億円

設定日

信託期間 2027年11月10日まで

決算日　 毎年1月、3月、5月、7月、9月、11月の

各10日（休業日の場合は翌営業日）

2007年11月30日

【ご参考】

地域 国名 比率 比率
香港 33.3%
オーストラリア 14.9%
台湾 14.7%
中国 8.4%
その他 22.5%
UAE 1.4%
サウジアラビア 0.5%

現金等 - 4.3% 4.3%

合計 100.0% 100.0%

中東

アジア
太平洋

93.8%

1.9%

第54期 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期
16/11/10 17/1/10 17/3/10 17/5/10 17/7/10 17/9/11 17/11/10 18/1/10 18/3/12 18/5/10 18/7/10 18/9/10

分配金 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円

決算期

分配金累計
直近12期計 設定来合計

540円 2,955円
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ポートフォリオの配分

分配金実績（税引前）

スパークス・アセット・マネジメント株式会社販売用資料 マンスリーレポート

スパークス・アジア中東株式ファンド（資産成長型）

基準価額および純資産総額の推移

* 基準価額は信託報酬控除後の値です。
信託報酬には、投資対象とする投資信託分を含みます。

* 分配金再投資基準価額は、当ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金
（税引前）を再投資したものとして計算した理論上のものであり、実際の投資家利回
りとは異なる点にご留意下さい。

* 当レポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。
* 当レポートのグラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を

約束するものではありません。

* 金額は対象期間における基準価額の変動を表したものです。

* 上記は参考情報として当社が算出した概算値であり、実際の基準価額の
変動を正確に説明するものではありません。

地域・国別配分 通貨別配分 業種別配分

* スパークス･アジアの内部データを元に、スパークス・アセット・マネジメントが作成。

* 比率はSPARX・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンドを100％とした場合の構成比です。

* P-NOTEやADR等に投資している銘柄の通貨は、現地通貨ベースで算出しています。

P-NOTEとは、株式や株価指数の価格変動に運用成果が連動する債券のことです。

ADRとは、主に米国で取引される、株式を代替する預託証書のことです。

* 業種は世界産業分類基準（GICS）の
分類に基づきます。

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

-10.59% -12.14% -12.91% -14.82% -7.99% 144.64%
騰落率

通貨 比率
1 香港ドル 42.1%
2 豪ドル 15.6%
3 台湾ドル 15.3%
4 韓国ウォン 7.8%
5 タイバーツ 3.0%

その他 16.2%

合計 100.0%

業種 比率
1 金融 21.5%

2 情報技術 15.9%
3 一般消費財 14.8%
4 資本財 13.5%
5 コミュニケーション 11.2%

その他 23.1%

合計 100.0%

87.6%

0.0%

12.4%

ファンドの資産配分

SPARX・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンド

スパークス・マネー・マザーファンド

現金等

基準日 2018年10月31日

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありま
せん。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご自
身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではなく、投
資元本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険商品では
なく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく支払いの対
象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは示唆するもので
はありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の
将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内容は予告なく訂正が行
われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交付目論見
書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

基準価額変動の要因分解 (月次ベース)

-2,898円

株式等 -3,026円

-12円

-314円

454円

アジア太平洋地域

中東地域
内訳

基準価額変動金額

為替

その他

基準価額 24,464円

純資産総額 0.3億円

設定日

信託期間 2027年11月10日まで

決算日　 毎年11月10日

（休業日の場合は翌営業日）

2008年11月12日

【ご参考】

地域 国名 比率 比率
香港 33.3%

オーストラリア 14.9%

台湾 14.7%

中国 8.4%

その他 22.5%

UAE 1.4%

サウジアラビア 0.5%

現金等 - 4.3% 4.3%

合計 100.0% 100.0%

中東

アジア
太平洋

93.8%

1.9%

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 -
09/11/10 10/11/10 11/11/10 12/11/12 13/11/11 14/11/10 15/11/10 16/11/10 17/11/10 -

分配金 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 -

決算期

* 基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資し、計算しています。
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分配金再投資基準価額（左軸）

（円） （億円）

分配金累計
直近10期計 設定来合計

0円 0円
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組入上位銘柄

地域別組入上位銘柄の概要

販売用資料 マンスリーレポート

スパークス・アジア中東株式ファンド（隔月分配型）/(資産成長型)

スパークス・アセット・マネジメント株式会社

* 比率はSPARX・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンドを
100％とした場合の構成比です。

* 配当利回りは12ヶ月配当利回り（税引前）です。
* 業種は世界産業分類基準(GICS)の分類に基づきます。

* 上記の銘柄の中には現株を含みます。
* 個別の銘柄の取引を推奨するものではありません。
* 上記銘柄については将来の組入れを保証するものではありません。

41組入銘柄数

ＮＯ 銘柄名 P n o te 国名 業種 組入比率 配当利回り
1 AIA GROUP LTD 香港 金融 8.0% 1.8%

2 TAIWAN SEMICONDUCTOR MANUFAC 台湾 情報技術 7.8% 3.4%
3 GUANGDONG INVESTMENT LTD 香港 公益事業 5.5% 3.9%
4 TRANSURBAN GROUP オーストラリア 資本財 5.2% 5.2%
5 TENCENT HOLDINGS LTD 中国 コミュニケーション 5.2% 0.3%
6 CSL LTD オーストラリア ヘルスケア 4.1% 1.4%
7 HONG KONG EXCHANGES & CLEAR 香港 金融 3.7% 3.0%
8 PRESIDENT CHAIN STORE CORP 台湾 生活必需品 3.3% 2.5%
9 CHINA STATE CONSTRUCTION INT 香港 資本財 3.2% 6.0%

10 MEDIATEK INC 台湾 情報技術 2.8% 4.2%

基準日 2018年10月31日

アジア
太平洋

銘柄名 Pnote 国名

1 AIA GROUP LTD 香港

2 TAIWAN SEMICONDUCTOR
MANUFAC

台湾

3 GUANGDONG INVESTMENT LTD 香港

4 TRANSURBAN GROUP オーストラリア

5 TENCENT HOLDINGS LTD 中国

銘柄概要

粤海投資［ｶﾝﾄﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ］（Guangdong Investment Limited）は、子会社を通じ、水道、発電、配電、インフ
ラ整備などの事業に従事。不動産物件への投資、百貨店の経営、 金融サービス事業も手掛ける。

トランスアーバン・グループ (Transurban Group) は道路建設会社。Melbourne City Linkと有料道路 Hills
Motorway M2 を運営する。料金所システムの電子化と設営も手掛ける｡

友邦保険控股［AIAｸﾞﾙｰﾌﾟ］（AIA Group Ltd.）は生命保険および金融サービス会社。個人・企業向け生命保
険、傷害疾病保険、年金プランならびに健康管理サービスを提供。

台湾積体電路製造 [TSMC/台湾ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ] (Taiwan Semiconductor Manufacturing Company Ltd.) は半
導体メーカー。ウエハー製造、プロービング、組み立て、テストのほか、マスクの製造、設計、関連サービスを
提供。同社の IC (集積回路) はコンピュータ､通信、消費者向け電子製品、自動車、産業機器などに使用され
る。

騰訊［ﾃﾝｾﾝﾄ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ］（Tencent Holdings Limited）は投資持株会社。中国、米国、欧州などのユー
ザーにインターネットおよびモバイル付加価値サービス（VAS）、オンラ イン広告サービス、電子商取引サービ
スを提供する

中東 銘柄名 Pnote 国名

1 FIRST ABU DHABI BANK PJSC UAE

2 SAUDI BRITISH BANK サウジアラビア

サウジ・ブリティッシュ・バンク（Saudi British Bank）は、預金業務、リテールおよびコマーシャル・バンキング・
サービスを提供。消費者・シンジケートローン、仕組み債、プロジェクト金融、証券仲介、ファイナンシャル・プラ
ンニング、プライベート・バンキング、ミューチュアルファンド、ファクタリング、財務サービスなどを手掛ける。

銘柄概要

ファースト・アブダビ・バンク（First Abu Dhabi Bank PJSC）は銀行。預金、個人向けローン、e-バンキング、貿
易金融、外貨取引、その他の銀行サービスを手掛ける。世界各地で事業を展開。

* 上記はSPARX・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンドの組入上位銘柄です。
* ADRとは主に米国で取引される、株式を代替する預託証書のことです。
* P-NOTEとは、株式や株価指数の価格変動に運用成果が連動する債券のことです。
* 中東は全組入銘柄の概要です。

* 上記は個別銘柄の取引を推奨するものではありません。
* 上記銘柄については将来の組入れを保証するものではありません。
* 出所：各社ホームページ

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありま
せん。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご
自身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではなく、
投資元本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険商品で
はなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく支払い
の対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは示唆する
ものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別
銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内容は予告なく
訂正が行われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交
付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社まで。
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スパークス・アジア中東株式ファンド（隔月分配型）/(資産成長型)

スパークス・アセット・マネジメント株式会社

基準日 2018年10月31日

■市場環境

《アジア株式》

当月、アジア株式市場は、軟調に推移しました。

株価下落要因となったのは、米中貿易摩擦の激化、金利の上昇、中国経済の減速です。先行き懸念により、新興国市場から資

本が流出しました。特にテクノロジーセクターは成長見通しの不透明感から、世界各国の株式市場は軟調に推移しました。ス

マートフォン市場の成長鈍化を受けて、スマートフォンのサプライチェーンに属する企業、特に台湾企業と韓国企業の受注が減

少し利益率が低下しました。

中国政府は、金融緩和政策などを実施して株式市場の下支えを図っていますが、投資家心理が悪化し、パフォーマンスは低調

でした。香港では、金利の上昇を受けて不動産価格が下落しました。フィリピンは、当月も消費者物価指数（CPI）上昇率が前年

同月比6.7%と高く、物価安定化の兆しが見られませんでした。タイは、輸出が低調でしたが観光セクターの好調さが輸出の低調

さを補う形となりました。

アジア地域の株式市場全体では、全セクターのリターンがマイナスとなりましたが、公益事業セクターや通信セクターといっ

た「ディフェンシブなセクター」のリターンは、ITセクター、一般消費財セクターといった「景気循環に左右されやすいセク

ター」のリターンを上回りました。

《中東株式》

当月、中東株式市場のパフォーマンスは、まちまちでした。

サウジアラビアの著名ジャーナリストが、トルコのサウジアラビア領事館で死亡した事件をめぐる報道が世間を騒がせたにも

かかわらず、サウジアラビア株式市場は横ばいで推移しました。この事件の影響によって、経済改革による石油依存からの脱却

というサウジアラビアの悲願達成が遠のいた可能性があります。アラブ首長国連邦では、政府系銀行3行の合併が検討されており、

実現すれば湾岸協力会議（GCC）加盟国第5位の規模を持つ銀行となると見込まれます。

《通貨》

当月、アジア地域の通貨は、フィリピンペソなどを除き、対日本円で下落しました。

■運用状況

《アジア株式》

当月、当ファンドが保有する株式のリターンは、世界各国の株式市場が幅広く下落したことを受け、マイナスとなりました。

国別では、香港、中国、台湾などが、マイナスに影響しました。

セクター別では、一般消費財セクター、ITセクターなどが、マイナスに影響しました。

個別銘柄では、Guangdong Investment（香港/公益事業）、Telekomunikasi Indonesia（インドネシア/コミュニケーション）

といった「ディフェンシブ銘柄」がプラスに貢献し、一方、China State Construction（香港/資本財）、AIA Group（香港/金

融）、Tencent（中国/コミュニケーション）などが市場全体と歩調を合わせる形で下落し、マイナスに影響しました。

当月のパフォーマンスに貢献した銘柄の1つに、インドネシア最大の通信事業者Telekominikasi Indonesia（インドネシア/コ

ミュニケーション）があります。同社が発表した2018年第3四半期決算では、売上高と利益の伸びが好調でした。主な要因として

は、(1)モバイルデータユーザーが増加（1億1,260万人、前年比+15%）し、さらに料金が国内各地で4～11%上昇したこと、(2)

データトラフィックが堅調に増加したこと（前年比+116%）、(3)固定ブロードバンド事業契約者が堅調に増加したこと（470万人、

前年比+101%）、などが挙げられます。同社はインドネシア国内の移動体通信の分野で約70%の市場シェアを握り、同国の他通信

会社2社よりネットワークの品質が優れ、サービスエリアも広いことから、スマートフォンがインドネシアで普及するにつれ、

データ消費量増加の恩恵に浴することになるでしょう。

当ファンドは、引き続き既存の投資先を注視し、また今後の投資先候補の企業に関する調査も継続することで、優れたビジネ

スモデル、良好なバランスシート、持続的な成長の見通しを備えた優良企業を選別していきます。

（次ページへ）

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではあり
ません。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、
ご自身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものでは
なく、投資元本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険
商品ではなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく
支払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは
示唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場
動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内
容は予告なく訂正が行われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資
信託説明書（交付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社まで。
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ません。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、
ご自身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものでは
なく、投資元本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険
商品ではなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく
支払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは
示唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場
動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内
容は予告なく訂正が行われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資
信託説明書（交付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

基準日 2018年10月31日

（前ページより）

《中東株式》

Saudi British Bank（サウジアラビア/金融）は、サウジアラビアのAlawwal Bankと合併し、サウジアラビア第3位の銀行とな

る可能性が材料視されたため株価が上昇し、プラスに貢献しました。一方、First Abu Dhabi Bank（アラブ首長国連邦/金融）は、

マイナスに影響しました。

《通貨》

当月、多くのアジア地域および中東地域の通貨は、対日本円で下落し、全体として、マイナスに影響しました。

■今後の見通し

《アジア株式》

米中貿易摩擦の激化、中国経済の成長鈍化、金利の上昇は、アジア地域の株式市場にとって、引き続きリスク要因です。米中

関係には、いくぶん緊張緩和の兆しが見られますが、問題がすぐに解決される可能性は低いと思われます。中国政府は経済成長

の鈍化を認め、景気刺激策を打ち出しています。さらに追加措置が実施されれば、市場心理が好転する可能性があります。

韓国と台湾のテクノロジー関連銘柄、中でもハードウェア関連銘柄は、スマートフォン市場拡大の減速による成長鈍化が見込

まれます。5G（第5世代移動通信システム）、電気自動車、IoT（モノのインターネット）などの「次なる成長の原動力」が大き

く業績に貢献するのは、まだ数年先と思われます。

インドやASEAN地域の株式市場には、ファンダメンタルズの面から、引き続き有望な投資機会があると私どもは考えます。若年

層の多さ、所得の増加、政府による多額のインフラ支出は、資本流出リスクやボラティリティの高さを補って余りあります。

世界的な株式の下落を受けて、米国MSCI社の集計によるとアジア市場のバリュエーションは、2017年12月のPER（株価収益率）

約16倍から2018年10月には約12倍に低下しています。これは、一部の優良企業をバリュエーションの低い状態（割安な状態）で

買い増す機会になり得ます。当ファンドは、こうした「不確実性の時代」にあっても、財務状態とキャッシュフローが良好な銘

柄を組み入れることで、一時的な逆風に耐え、再び成長軌道に乗ることができると考えています。アジア経済の興隆とアジア企

業の地位向上という長期的な投資テーマは健在であると、私どもは考えます。

《中東株式》

原油市場の価格変動が激しく、地政学的リスクがあることから、当ファンドは中東の株式市場を慎重に見ていますが、サウジ

アラビアが漸進的に進めている市場改革の推移を、引き続き注視してまいります。

《通貨》

通貨は、短期的には大きく変動すると思われますが、長期的観点で見ると、アジア地域および中東地域の経済のファンダメン

タルズに力強さが見られることから、両地域の通貨は対日本円で上昇すると私どもは考えます。
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訂正が行われる
託説明書（交付
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その結果、重大

投資対象国の通
建て資産の価格

されるもので
ださい。 

は、今後変更さ
が先進国と比
可能性が先進
けたり、様々な

停止、外国為替
す。）申込受付

できます。 

金申込には制

よび銀行休業
チングを含みま

37条の6の規定

い。 

ド（隔月分

下当社）が作成
明書（交付目論
る有価証券に投
場合や、基準価
属します。■投

証券会社で購入
会社が行います
績の数値および
りません。■当資
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9 月、11 月

休日の場合は

則として毎決算
て分配金額を

は、分配を行わ

お申

売会社の営業
込の受付（スイ
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